
障害福祉サービス等経営実態調査の 
見直しに係る論点等（案） 

障害福祉サービス等経営実態調査の見直しに関する検討会 

第2回（H27.11.17） 資料1 



障害福祉サービス等経営実態調査に係る指摘等 

○ 平成27年度障害福祉サービス等報酬改定の概要（平成27年2月12日） （抄） 

  ・ 経営実態調査について、施設・事業所の経営の実態をより的確に把握できるよ

う見直すことや、有効回答率を上げる努力が必要ではないか。 

○ 大臣折衝事項（平成27年1月11日） （抄） 

    なお、次回の障害福祉サービス等料金改定（障害福祉サービス等報酬改定）に

向けては、「障害福祉サービス等経営実態調査」の客体数を十分に確保するとと

もに、サービス毎の収支差その他経営実態について、より客観性・透明性の高い

手法により、地域・規模別の状況も含め網羅的に把握できるよう速やかに所要の

改善措置を講じ、平成29年度に実施する「障害福祉サービス等経営実態調査」に

おいて確実に反映させる。また、地方自治体の協力を得ること等を通じ、より具体

的な現場の経営実態を把握する。その上で、次回の改定においては、これらによ

り把握された経営実態等を踏まえ、きめ細かい改定を適切に行う。 
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現 状 
 障害福祉サービス等経営実態調査については、報酬改定前年度（１年分）

の収支等の状況を調査。 

論 点 

○ 医療経済実態調査と同様に、同一事業所の複数年の収支を把握するこ

とについて、どう考えるか。 
 

○ 複数年の収支等の状況を把握する場合、集計・分析項目が増加すること

から、記入者負担が増えるとともに、集計・分析がこれまでより遅くなり、報

酬改定の議論の時期に影響を及ぼす恐れがあることについて、どう考える

か。 
 

○ このため、比較的余裕のある改定前々年度（28年度）に実施する処遇状

況等調査（事業活動収支等）において、データを把握することが考えられる。 

   実際の報酬改定の検討スケジュールを踏まえた具体案として、どのよう

な対応が考えられるか。（４頁「調査のイメージ（案）」を参照） 

 論点１ 複数年のデータ把握 

経営実態調査の見直しに係る論点 
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第１回検討会で
の主な意見 

・ 報酬改定前後の収支状況を同一事業所で把握することで、切れ目なく継

続的に影響を確認することができる。 

・ 何らかの方法で連続的に収支を把握していくことは必要。 

・ 処遇状況等調査の結果が報酬改定の際に参考となることについて、関係

団体等に周知すべきではないか。 
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対応案 

◆ 報酬改定前後の収支を比較することにより改定の影響を把握する観点

から、処遇状況等調査で報酬改定前後の２年分のデータを把握することと

してはどうか。 
 

◆ その際、回答率や記入者負担等に鑑み、処遇状況等調査の調査客体と

経営実態調査の調査客体を一致させることまでは行わないこととしてはど

うか。 
 

◆ また、当該調査の結果が、次期改定の参考資料となることについて、地

方自治体や関係団体等を通じて、十分に周知することとしてはどうか。 



調査名 平成２６年度 
（改定前年） 

平成２７年度 
（改定後１年目） 

平成２８年度 
（改定後２年目） 

平成２９年度 
（改定後３年目） 

平成２８年度 
処遇状況等調査 

平成２９年 
経営実態調査 

平成２６年度 
決算 

平成２７年度 
決算 

調
査 

集
計

 

改定前後２年分のデータを把握 

平成２８年度 
決算 

調
査 

集
計

 

改定後２年目の
データを把握 

調査のイメージ（案） 
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現 状 

【論点２】 

  サービスごとの収支等を調査対象としている。 

  ※ サービスごとに要する費用等の実態を明らかにするため、サービスごと収支等

の状況を把握。 

【論点３】 

  経営実態調査は、サービスごとの収支等を調査対象としているため、事

業活動計算書（P/L）に係るデータを把握しており、その他の財務諸表による

データ収集は行っていない。 

論 点 
（次頁へ続く） 

【論点２】 

○ 報酬はサービスごとに設定されるため、経営実態調査もサービスごとと 

  しているが、法人全体の状況を把握することについて、どう考えるか。 
 

○ 障害福祉サービス事業全体の収支差率を把握したとして、どのような活

用の仕方が考えられるか。 
 

○ 本部会計への繰入（法人本部に帰属する役員報酬等）について、現行で

は実額を費用に計上しているが、この取扱いについて、どう考えるか。 

 論点２ 法人単位での収支等の実態把握 
 論点３ 財務諸表の活用 
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論 点 
（前頁より続く） 

【論点３】 

○ 財務諸表（資金収支計算書（C/S）、事業活動計算書（P/L）、貸借対照表

（B/S））の活用の在り方について、どう考えるか。 
 

○ キャッシュフローの状況、内部留保や借入金の状況把握とデータの具体

的な活用方策等について、どう考えるか。 （報酬改定で勘案する必要性、

記入者負担の増加による有効回答率低下のリスク等） 

第１回検討会で
の主な意見 
（次頁へ続く） 

【論点２について】 

・ 法人単位での把握は重要であるが、別の調査で行うか、地方自治体に届

け出られた法人の決算書等を活用すればよいのではないか。 

・ 利用者が少ない地方などは障害サービスと介護サービスを一緒に提供す

るなど様々なケースがあるため、法人単位での収支の把握は、報酬改定の

議論においては適切ではない。 

・ 役員報酬については、社会福祉法人は事業所レベルで黒字の場合に、そ

の範囲で本部繰入が可能とされているが、株式会社などは共通経費として

整理され、黒字、赤字を問わず本部繰入が可能であり、取扱いが異なって

いる。これは会計基準の仕組みに関する問題であり、ここで議論することで

はない。 
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第１回検討会で
の主な意見 
（前頁より続く） 

【論点３について】 

・ 財務諸表で数字が取れるのであれば、何か見えるのかも知れないが、こ

の調査でどのように活用するかはまた 別問題である。 

・ 経営状況を包括的に見るという意味では、財務諸表による把握も必要だ

が、本調査の目的からすれば、ファイナンスや財務状態の問題はプライオリ

ティが低い。 

・ 経営実態調査は収支状況を把握するのが目的だが、現場では、それだけ

では見えない苦しさがあると思う。その辺りが財務諸表で測れるのであれば

活用するのもいいと思う。 
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８ 

対応案 

◆ 報酬はサービスごとに設定されていることから、従来どおり、サービス単

位の調査とすることとしてはどうか。 
 

◆ また、新たにキャッシュフローを把握することとしてはどうか。 
 

◆ その際、障害福祉サービスについては、社会福祉法人、営利法人、ＮＰＯ

法人など多様な経営主体が担い手となっており、 

     ・ 全ての法人が、必ずしもキャッシュフロー計算書を作成していないこと

が見込まれること 

     ・ 記入者負担の増加が見込まれること 

    等から、従来の調査で把握可能な調査項目に加え、必要最低限の調査項

目を追加することにより、簡易なキャッシュフローを把握することとしてはど

うか。  



 

○ 当期の税引後収支差額と減価償却費で借入金の返済が可能であるか把握する。 

簡易なキャッシュフロー（イメージ） 

９ 

税引後収支差額 ＋ 減価償却費   長期借入金返済支出 

既存の調査項目 新たな調査項目 



 論点４ サービス間の費用按分の取扱い等 

現 状 

○ 収入については、家賃等を含んで調査しているが、収支差率の算定に当

たっては、調査対象サービスに係る収入項目のみを活用している。 
 

○ 他の障害福祉サービス等との費用按分については、延べ利用者数や専

有面積、収入比率等の割合により按分している。 

 

○ 報酬設定に当たっては、税控除前の収支差率を用いている。 

 

○ 収支差率を計算するに当たり、収入と支出から国庫補助金等特別積立

金取崩額を控除している。 

論 点 

○ 現行の費用按分の方法の妥当性について、どう考えるか。 

 

○ 税制上の取扱い（課税・非課税）や国庫補助金等特別積立金取崩額の

取扱いについて、どう考えるか。 
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第１回検討会で
の主な意見 

・ 社会福祉法人については、会計基準の基準別紙４で、サービス区分別に

増減差額までとっているため、きちんと会計が行われていれば、本調査にお

いては、そのまま活用できるのではないか。 

・ 報酬制度が経営の安定性を保障しているかを確認する上では、税負担ま

でを考慮すべきではなく、本調査において 税引き後のデータで考えるのは

むしろ筋違いではないか。 

・ 国庫補助金等特別積立金取崩額は、新会計基準では減価償却費と同様、

費用に計上されるため、自然体で処理すればよいのではないか。 

・ 按分方法については、基準どおりに行うことでよいと思うが、どう按分した

かについては公表するべきではないか。 

・ 按分方法については、新会計基準となったことも踏まえ、統一的な方法を

示すことなどの検討をすべき。 
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対応案 

◆ 複数サービス間の費用按分については、社会福祉法人新会計基準の規

定を準用し、従来どおり、国において統一した考え方に基づき行うこととし、

その方法について、調査結果の公表の際に具体的に示すこととしてはどう

か。 
 

◆ 税引き前・税引き後の取扱いについては、 

   ・ 経営実態調査が、報酬収入等がサービスに要する費用をカバーでき

ているかを把握するための調査であること 

     ・ 課税・非課税の問題については、本来税制サイドにおいて考慮すべ

きものであること 

  から、引き続き、現行の取扱いのとおりとしてはどうか。 
 

◆ 国庫補助金等特別積立金取崩額については、実際に収益と費用で現金

の移動があるわけではないため、収支差率の算出方法に関しては、現行

の取扱いのとおりとしつつ、新会計基準における取扱いも踏まえ、国庫補

助金等特別積立金取崩額の項目を「事業活動収入」から「事業活動支出」

に移行（この場合、費用にマイナス計上される）してはどうか。 

  ※調査結果の集計イメージ（１５頁参照） 



別添１　具体的な科目及び配分方法

種　類 想定される勘定項目 配　分　方　法

・職員給料（支出） 勤務時間割合により区分。
・職員賞与（支出） （困難な場合は次の方法により配分）
・賞与引当金繰入 　・職種別人員配置割合
・非常勤職員給与（支出） 　・看護・介護職員人員配置割合
・退職給付費用（退職給付支出） 　・届出人員割合
・法定福利費（支出） 　・延利用者数割合
・介護用品費（支出） 各事業の消費金額により区分。
・医薬品費（支出） （困難な場合は次の方法により配分）
・診療・療養等材料費（支出） 　・延利用者数割合
・消耗器具備品費（支出） 　・各事業別収入割合
・給食費（支出） 実際食数割合により区分。

（困難な場合は次の方法により配分）
　・延利用者数割合
　・各事業別収入割合

事務費（支出） ・福利厚生費（支出） 給与費割合により区分。
・職員被服費（支出） （困難な場合は延利用者数割合により配分）
・旅費交通費（支出） 　・延利用者数割合
・通信運搬費（支出） 　・職種別人員配置割合
・諸会費（支出） 　・給与費割合
・雑費（雑支出）
・渉外費（支出）
・事務消耗品費（支出） 各事業の消費金額により区分。
・広報費（支出） （困難な場合は延利用者数割合により配分）
・会議費（支出） 会議内容により事業個別費として区分。

（困難な場合は延利用者数割合により配分）
・水道光熱水費（支出） メータ等による測定割合により区分。

（困難な場合は建物床面積割合により配分）
・修繕費（支出） 建物修繕は、当該修繕部分により区分、建物修繕以外は事業個別費として配分。

（困難な場合は建物床面積割合により配分）
・賃借料（支出） 賃貸物件特にリース物件については、その物件の使用割合により区分。
・土地建物賃借料（支出） （困難な場合は建物床面積割合により配分）
・保険料（支出） ・建物床面積により配分

・自動車関係は送迎利用者数割合又は使用高割合で、損害保険料等は延利用者数割合により配分
・租税公課（支出） ・建物床面積割合により配分

・自動車関係は送迎利用者数割合又は使用高割合で配分
・保守料（支出） 保守契約対象物件の設置場所等に基づき事業個別費として区分。

（困難な場合は延利用者数割合により配分）
・業務委託費（支出）（寝具） 各事業の消費金額により区分。

（困難な場合は、延利用者数割合により配分）
　　　　　　　　　　　　　（給食） ・延利用者数割合

・実際食数割合
　　　　　　　　　　　　　（その他） ・建物床面積割合

・延利用者数割合
・研修研究費（支出） ・研修内容等、目的、出席者等の実態に応じて、事業個別費として区分。

（困難な場合は、延利用者数割合により配分）

「社会福祉法人会計基準の運用上の取扱い等について」（抜粋）
　　（平成23年7月27日　社会・援護局福祉基盤課長ほか3部局連名通知）

人件費（支出）

事業費（支出）
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種　類 想定される勘定項目 配　分　方　法

減価償却費 ・建物、構築物等に係る減価償却費 建物床面積割合により区分。
（困難な場合は、延利用者数割合により配分）
使用高割合により区分。
（困難な場合は、延利用者数割合により配分）
延利用者数割合により配分。

徴収不能額 ・徴収不能額 各事業の個別発生金額により区分。
（困難な場合は、各事業別収入割合により配分）

徴収不能引当金繰入 ・徴収不能引当金繰入 事業ごとの債権金額に引当率を乗じた金額に基づき区分。
（困難な場合は、延利用者数割合により配分）

支払利息（支出） ・支払利息（支出） 事業借入目的の借入金に対する期末残高割合により区分。
（困難な場合は、次の方法により配分）
・借入金が主として土地建物の取得の場合は建物床面積割合
・それ以外は、延利用者数割合

・車両運搬具、機械及び装置等に係
る減価償却費
・その他の有形固定資産、無形固定
資産に係る減価償却費
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Ⅰ　事業活動収入 （１）自立支援費等・措置費・運営費収入
千円 ％

Ⅰ　事業活動収益 （１）自立支援費等・措置費・運営費収入
千円 ％

（２）利用料収入 ・・・ （２）利用料収入 ・・・

（３）補助事業等収入 ・・・ （３）補助事業等収入 ・・・

（４）国庫補助金等特別積立金取崩額 ア （４）その他 ・・・

（５）その他 ・・・ Ⅱ　事業活動費用 （１）給与費 ・・・ ・・・％

Ⅱ　事業活動支出 （１）給与費 ・・・ ・・・％ （２）減価償却費 ・・・ ・・・％

（２）減価償却費 ・・・ ・・・％ （３）委託費 ・・・ ・・・％

（３）委託費 ・・・ ・・・％ （４）国庫補助金等特別積立金取崩額 ▲ア ・・・％

（４）その他 ・・・ ・・・％ （５）その他 ・・・ ・・・％

Ⅲ　事業活動外収入 （１）借入金利息補助金収入 ・・・ Ⅲ　事業活動外収益 借入金利息補助金収入 ・・・

（２）本部からの繰入金収入 ・・・ Ⅳ　事業活動外費用 借入金利息 ・・・

Ⅳ　事業活動外支出 （１）借入金利息 ・・・ Ⅴ　特別収益 本部からの繰入金収入 ・・・

（２）本部への繰入金支出 ・・・ Ⅵ　特別損失 本部への繰入金支出 ・・・

イ イ

ウ ウ

エ オ％ エ オ％

【見直し後】

収　 益（①＝Ⅰ ＋ Ⅲ ＋ Ⅴ）

費　 用（②＝Ⅱ ＋ Ⅳ ＋ Ⅵ）　

収支差（③＝① － ②）

障害福祉サービス等経営実態調査結果等の集計表（イメージ）

収　 入（①＝Ⅰ（１） ＋ Ⅰ（２） ＋ Ⅰ（３） ＋ Ⅰ（５） ＋ Ⅲ）

支　 出（②＝Ⅱ － Ⅰ（４）  ＋ Ⅳ）　

収支差（③＝① － ②）

【見直し前】



○ 社会福祉法人では、平成27年度より全ての法人が新会計基準に移行されたところである
が、国庫補助金等特別積立金取崩額の取扱いについて、旧会計基準では、事業活動計算書
の事業活動収入に計上することとされていたが、新会計基準では、事業活動計算書のサー
ビス活動費用に控除項目として計上することとされた。 
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サービス活動費用 計 

旧会計基準 新会計基準 

（参考）社会福祉法人の新会計基準 
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論 点 

○ 標本の抽出方法等に関して、 

   ・ 障害サービス事業所は小規模事業所が多いため、定員規模も考慮し

た抽出とすることについて、どう考えるか。 

   ・ 休廃止事業所（事業者指定は受けているがサービス提供実績がない

事業所等）について、母集団名簿から抽出する段階で除外する方策と

して、どのようなことが考えられるか。 

 

 

 
 

○ 地方自治体の協力を得て、より具体的な現場の経営実態を把握する方

策として、どのようなことが考えられるか。 

 論点５ その他   

（参考１）過去の経営実態調査における有効回答率 

      平成20年度 39.2%   平成23年度 41.3％   平成26年度 33.2% 

（参考２）調査回答に占める休廃止事業所の割合（H26年経営実態調査） 

      2,588か所（休廃止事業所）÷18,387か所（調査票配布事業所数）＝14.1% 
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第１回検討会で
の主な意見 

・ 障害固有の状況として、休廃止事業所が多く、不必要に有効回答率が低

くなっているのであれば、事前に名簿から対象外にするということを行っても

いいのではないか。 

・ 事業規模が大きいところは、体制もしっかりしていて回答率が高く、規模の

経済性が働くため経営が安定しているところが多いため、収支差が高めに

偏りがちになる。このため、事業規模に配慮した層化抽出を検討すべきでは 

  ないか。 

対応案 

◆ 記入者負担の軽減や、誤記入防止等を図る観点から、例えば、社会福

祉法人については、新会計基準に基づく事業活動計算書（P/L）の勘定科

目と調査票の記載項目の対応イメージを提示するなど、事業者が適切に

回答できるよう工夫することとしてはどうか。 

 

◆ また、事業規模を考慮した抽出を行うとともに、休廃止事業所をあらかじ

め除外する方策として、国保連データにおける請求事業所の名簿を活用す

ることとしてはどうか。 



（参考資料①）障害福祉サービス等経営実態調査の概要 

Ｈ２６障害福祉サービス等経営実態調査 

調査目的 
各障害福祉サービス等の収支状況、従事者数、給与等の実
態を把握し、障害福祉サービス等報酬の改定の議論のため
の基礎資料を得ることを目的とする。 

調査時期 
平成２６年４月 
（平成２５年度決算における収支の状況） 

全事業所数 １０６，５８５施設・事業所数 

調査客対数 １５，７９９施設・事業所（全事業所数に占める割合：１４．８％） 

有効回答数 ５，２３９施設・事業所（全事業所数に占める割合：４．９％） 

有効回答率 ３３．２％ 
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（参考資料②）その他の制度との比較 
障害福祉サービス等経営

実態調査 
介護事業経営 

実態調査 
介護事業経営 

概況調査 
医療経済実態調査 
（医療機関等調査） 

調査対象 

障害者支援施設、障害福
祉サービス事業所、障害
児入所施設、障害児通所
支援事業所 

介護保険施設、居宅介護
サービス事業者（介護予
防含む）、地域密着型サー
ビス事業所（介護予防含
む） 

介護保険施設、居宅介護
サービス事業者（介護予防
含む）、地域密着型サービ
ス事業所（介護予防含む） 

病院、一般診療所、歯
科診療所及び１か月間
の調剤報酬明細書の取
扱件数が300件以上の
保険薬局 

調査周期 ３年周期 ３年周期 ３年周期 ２年周期 

調査時期 ４月 ４月 ７月 ６月 

調査対象期間 
直近の事業年（度）の１年
間の状況を調査 

調査年の３月の１か月の
状況を調査 

直近の事業年（度）の１年
間の状況を調査 

直近の２事業年度の２
年間の状況を調査 

調査方法 郵送＋電子調査 郵送＋電子調査 郵送＋電子調査 郵送＋電子調査 

調査対象施設数 １５，７９９か所（Ｈ２６年） ３３，３３９か所（Ｈ２６年） １５，６７９か所（Ｈ２５年） ８，９８３か所（Ｈ２５年） 

有効回答数 ５，２３９か所（Ｈ２６年） １６，１４５か所（Ｈ２６年） ６，５４０か所（Ｈ２５年） ４，８１２か所（Ｈ２５年） 

有効回答率 ３３．２％（Ｈ２６年） ４８．４％（Ｈ２６年） ４１．７％（Ｈ２５年） ５３．６％（Ｈ２５年） 

公表時期 調査年の１０月 調査年の １０月 調査年の１２月 調査年の１１月 

抽出率 

行動援護、就労継続支援Ａ型 
１／２ 

就労移行支援、放課後デイ 
１／４ 
居宅介護 １／２０ 等 

サービスの種類により１／１～
１／２０ 

介護老人福祉施設 １／４ 
訪問介護・通所介護 １／５ 

居宅介護支援、認知症対応型
共同生活介護 １／１０ 等 

サービスの種類により１／１～
１／１０ 

老人福祉施設、老人保健施設 
１／４ 
訪問介護、通所介護 １／２０ 

居宅介護支援、認知症対応型
共同生活介護 １／１０ 等 

サービスの種類により１／１～
１／４０ 

病院 １／３（特定機能病院、
歯科大学病院、こども病院
は１／１） 
一般診療所 １／２０ 
歯科診療所 １／５０ 
保険薬局 １／２５ 
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